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第5期中期経営計画の一部変更について

株式会社国際協力銀行（JBIC）は、2024～2026年度を対象とする第5期中期経営計画の下、日本と世界、官と民を

つなぐ政策金融機関として、特別業務等の独自のリスクテイク機能・国際金融への知見を駆使し、民間資金の動員も行い

つつ、「世界の課題解決を先導し、未来を共に創る」ことをテーマとして取組を進めてまいりました。

国際社会は、多国間主義に基づく国際秩序が揺らぐ中、ロシアによるウクライナ侵攻や中東における紛争の長期化、

グローバルサウスの台頭などが複雑に絡み合い、不確実性が一段と高まっています。こうした環境変化の中、JBICは、

第5期中期経営計画の下に設定した重点取組課題の重要性が一層増していると認識しており、これらの課題への対処や

達成に向けた取組を引き続き推進してまいります。

2025年9月、日米政府は、日本が最大5,500億米ドルを米国に出融資することを内容とする日米戦略的投資イニシア

ティブに関する了解覚書を締結しました。かかる日米政府間の合意に基づく取組を日本政府と密に連携して推進すべく、

JBICは、第5期中期経営計画において「日米戦略的投資イニシアティブに係る取組の推進」を重点取組課題として新たに

設定しました。

国際社会が更に多軸化・複雑化する中、ＪＢＩＣならではのグローバルネットワークや多様な金融ツールを駆使し、民間資

金動員を推進しながら、本中期経営計画に基づく取組を進めることで、日本と国際経済社会の健全な発展に貢献してま

いります。
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第５期中期経営計画の方向性（2026年4月一部変更）

時代や環境に即応し、価値創造していくため、役職

員の能力を最大限発揮できるエンゲージメントの

高い組織へ進化していく

様々なステークホルダーと共に、世界共通の課題で

あるカーボンニュートラルや相手国が抱える社会

課題を達成・解決し、持続可能な未来を実現する

エネルギー安全保障やサプライチェーン再構築等に

よる経済安全保障の確保、スタートアップを含む革

新的技術・新事業の展開、中堅・中小企業の海外展

開への支援を通じ、我が国産業の強靱化と創造的

変革に貢献する

グローバルな視座を持った政策金融機関として、多

国間連携や特別業務を含むリスクテイク機能等独

自のソリューションを活用し、対外経済政策実現を

後押しする

歴史的・

構造的変化

第５期中期経営計画の重点取組課題の考え方

持続可能な
未来の実現

我が国産業の
強靱化と
創造的変革の支援

価値創造に向けた
組織基盤の
強化・改革

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

国際社会は、多国間主義に基づく国際秩序が揺らぐ中、ロシアによるウクライナ侵攻や中東における紛争の長期化、グローバルサウスの台頭などが

複雑に絡み合い、不確実性が一段と高まっています。こうした環境変化の中、JBICは2024年6月に設定した重点取組課題の重要性が一層増して

いると認識しており、これらの課題への対処や達成に向けた取組を引き続き推進してまいります。

また、JBICは、2025年9月に日米政府が締結した日米戦略的投資イニシアティブに関する了解覚書に基づいた取組を推進してまいります。かかる

取組の推進に向けて、第5期中期経営計画を一部変更し、新たな重点取組課題を設定いたしました。

カーボンニュートラルと

経済成長の両立

エネルギー安全保障の重要性

サプライチェーンの分断

デリスキングの

重要性の高まり

先進国とグローバルサウス

との関係性の変化

国際社会の多軸化の進行

生成AIに象徴される

DX普及や革新的技術

の開発・実装とクリーン電力確

保等新たな課題への対応

インフレと

債務コスト増など

国際金融環境の変化

我が国の労働市場の変容・

人口減少を踏まえた

「人への投資」進展

戦略的な
国際金融機能の
発揮による独自の
ソリューション提供

Ⅲ

日米戦略的投資
イニシアティブに
基づく取組の推進

Ⅴ

日米間の関税合意に基づく戦略的投資イニシアティ

ブの下で、日本政府とも密に連携の上、日米がとも

に利益を得られる強靱なサプライチェーン等を構

築するための取組を推進する。
3

新設
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第５期中期経営計画のテーマと具体的取組目標（2026年4月一部変更）

持続可能な未来の実現

• カーボンニュートラルと経済発展の統合的実現への貢献（定量）

• ホスト国との協働による社会課題解決への貢献（定量）

• サステナビリティ経営の責任ある実行（定性）

我が国産業の強靱化と創造的変革の支援

• 我が国のエネルギー安全保障の確保、国益に資する戦略的な
バリューチェーン / サプライチェーン強靱化及び
先端的産業基盤整備への支援（定量）

• 革新的技術・事業の展開支援（定量・定性）

• グローバルに活躍する中堅・中小企業の海外展開支援（定量）

戦略的な国際金融機能の発揮による

独自のソリューション提供

• 我が国の対外経済政策の構築・実現に貢献する案件への支援（定量）

• 戦略的な情報分析を通じた独自のソリューションの提供（定性）

価値創造に向けた組織基盤の強化・改革

• 人的資本経営の実践（定性）

• DXによる業務効率化・業務推進基盤の整備（定性）

• エンゲージメントの高い組織づくり・組織の基盤強化と
安定・効率的運営（定性）

「先導」と「共創」 ： 世界の課題解決を「先導」する。未来を「共に創る」。

本計画においては、”Navigate toward and Co-create a Valuable Future”を取組のテーマとしました。

日本と世界、官と民をつなぐ政策金融機関として、特別業務等の独自のリスクテイク機能・国際金融への知見を駆使し、

民間資金の動員も行いつつ、世界の課題解決を先導し、未来を共に創っていきます。

日米戦略的投資イニシアティブに基づく取組の推進

• 日米戦略的投資イニシアティブに基づく取組の推進（定性）
新設



• 医療環境の整備（病院・医療機器・医療ネットワーク）、レジリエントな基礎インフラの整備（上下水道、交通インフラ、防災、地方電化・分散型

電源、情報通信）、衛生環境の向上（廃棄物処理・再生利用）、自然資本の保全・回復（海洋プラスチック対策等）、食糧安全保障の確保（フー

ドバリューチェーン）など、持続可能な成長に向けたホスト国の社会課題解決に資する事業を支援

• 再生可能エネルギー、省エネルギー、水素・アンモニア、カーボンリサイクル燃料、蓄電池、資源循環（サーキュラーエコノミー）、次世代モビリ

ティ、省エネ建築物、エネルギー転換、CCS/CCUS等に関する事業へのファイナンスを通じ、世界のグリーン・トランスフォーメーション

（GX）に向けた取組や、各国のカーボンニュートラルへの多様な道筋を踏まえたエネルギー・トランジションに向けた取組を支援

３年通期目標

（初年度設定時）

案件の承諾件数 104

取組件数 39

取組目標：① カーボンニュートラルと経済発展の統合的実現への貢献（定量）

取組目標：② ホスト国との協働による社会課題解決への貢献（定量）

5

３年通期目標

（初年度設定時）

案件の承諾件数 39

取組件数 16
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重点取組課題Ⅰ 持続可能な未来の実現１



重点取組課題Ⅰ 持続可能な未来の実現

取組目標：③ サステナビリティ経営の責任ある実行（定性）

6

• 気候変動問題を中心とするサステナビリティに関する先駆的取組の推進

• 広範なサステナビリティ関連事項（例：自然資本・人権・ジェンダーなど）の先端的動向の調査・分析と発信

• 気候変動関連のリスク管理（移行リスク・物理リスク）やサステナビリティ関連情報開示・発信を含む取組の高度化

Copyright©  Japan Bank for International Cooperation
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重点取組課題Ⅱ 我が国産業の強靱化と創造的変革の支援

• 我が国のエネルギー安全保障の確保に資するエネルギー案件、海外向け設備投資・輸出案件を含む我が国企業のグローバルなバリュー

チェーン/サプライチェーンの強靱化に資する案件、ベースメタルやクリティカルミネラルズ等の鉱物資源の権益確保・輸入に係る案件等へ

の支援を通じ、我が国産業の強靱化を支援

Copyright©  Japan Bank for International Cooperation

取組目標：④ 我が国のエネルギー安全保障の確保、国益に資する

バリューチェーン/サプライチェーン強靱化及び先端的産業基盤への支援（定量）

取組目標：⑤ 革新的技術・事業の展開支援（定量・定性）

• スタートアップ企業へのファイナンスやバリューアップの取組及び商業化・実用化へ向けた我が国企業による投資案件、技術・事業化リスク

等に着目した案件、先端技術・事業の確保を念頭に置いた我が国企業によるM&A案件やJBIC IGが組成するファンドを通じた出資案件

などへのファイナンスを通じ、我が国産業の創造的変革を支援

３年通期目標

（初年度設定時）

案件の承諾件数 79

取組件数 29

３年通期目標

（初年度設定時）

案件の承諾件数 40

取組件数 19
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• 地域金融機関等の民間金融機関との連携強化や情報発信を通じ、グローバルに活躍する中堅・中小企業を支援
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取組目標：⑥ グローバルに活躍する中堅・中小企業の海外展開支援（定量）

３年通期目標

（初年度設定時）

案件の承諾件数 180

取組件数 90

重点取組課題Ⅱ 我が国産業の強靱化と創造的変革の支援
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重点取組課題Ⅲ 戦略的な国際金融機能の発揮による独自のソリューション提供

• 情報収集・分析機能の発揮を通じた、対外発信の強化や本行業務・戦略の高度化

• 日米豪やQUADを含む多国間連携、ウクライナ・周辺国復興支援、グローバルサウスとの連携強化、アジアゼロエミッション共同体（AZEC）

など、時代の趨勢に応じて変化する我が国の対外経済政策の構築・実現に貢献する取組を支援
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取組目標：⑦ 我が国の対外経済政策の構築・実現に貢献する案件への支援（定量）

取組目標：⑧ 戦略的な情報分析を通じた独自のソリューションの提供（定性）

３年通期目標

（初年度設定時）

案件の承諾件数 53

取組件数 54
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重点取組課題Ⅳ 価値創造に向けた組織基盤の強化・改革

• 組織課題を見据えた新たな人材戦略の策定・導入

• 役職員の能力が最大限発揮できる組織運営を行う人的資本経営の確立

• IT基盤の更なる強化や、業務の不断の見直しと先端技術（生成AI等）の活用のベストミックス・アジャイルな推進による業務効率化の実現と

業務推進基盤の整備
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取組目標：⑨ 人的資本経営の実践（定性）

取組目標：⑩ DXによる業務効率化・業務推進基盤の整備（定性）

• 経営主導の具体的な組織変革を通じたエンゲージメントの高い組織づくり

• 価値創造を支える組織の根幹業務の強化と安定的・効率的運営

取組目標：⑪ エンゲージメントの高い組織づくり・組織の基盤強化と安定・効率的運営（定性）

取組目標：⑫ 日米戦略的投資イニシアティブに基づく取組の推進

• JBICの有する機能・知見を駆使し、日本政府と密に連携しつつ日米戦略的投資イニシアティブに基づく取組を推進する

新設
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評価の枠組：評価の決定

• 中期経営計画及び当該計画において定める重点取組課題に沿って各年度の具体的目標を定める事業運営計画の評価（重点取組課題毎の

総合評価）は、経営諮問・評価委員会において決定されます。経営諮問・評価委員会は、JBICの業務及び運営の状況や、JBICの経営に関し

て取締役会が諮問する事項等に関して評価・助言を行う委員会として、JBICの外部委員及び社外取締役により構成されております（以下

委員一覧参照）。

• 本中期経営計画の一部変更に際しても、経営諮問・評価委員会の助言を得ています。

氏名

（敬称略）
職業

浦田  秀次郎
早稲田大学 名誉教授

独立行政法人経済産業研究所（RIETI） 名誉顧問・特別上席研究員（特任）

遠藤  典子 早稲田大学 研究院 教授

川村   嘉則 株式会社国際協力銀行 取締役（社外取締役）

佐々木  摩美 株式会社国際協力銀行 取締役（社外取締役）

佐藤  康博 株式会社みずほフィナンシャルグループ 特別顧問

鈴木  一人
東京大学公共政策大学院 教授

公共財団法人国際文化会館  地経学研究所長

十河  ひろ美
株式会社ハースト婦人画報社  リシェス編集部  編集長

信州大学 特任教授

髙木  勇三 公認会計士

新浪  剛史 前経済同友会代表幹事

（2026年4月現在）
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評価の枠組：評価方法

定量指標の評価基準

達成度 評価点

125%以上 ～ 5

100%以上～125%未満 4

75%以上～100%未満 3

50%以上～75%未満 2

～50%未満 1

評価の単位

各重点取組課題の下に設ける取組目標（定量又は定性により目標設定）ごとに、達成状況を下掲の評価基準に

基づき、１～５の５段階で評価し、評価点を付与します。

なお定量目標のうち、案件の承諾件数については関連する出融資保証等契約の調印件数を、取組件数について

は当該取組目標の達成に向けた案件の承諾以外の質の高い取組の件数を計上する。

重点取組課題の

評価点の算出

各取組目標の評価点を、当該取組目標のウエイトに基づき加重平均することにより、重点取組課題の評価点を

算出します。評価指標のウエイトは、各々の課題の特性（政策的重要度・難易度等）を勘案して決定します。

総合評価

重点取組課題の評価点に対し、ノッチ調整の要否を検討します。ノッチ調整は、①承諾済み案件等に係る取組の

質（例：特別業務の活用、既往案件や取引先へのエンゲージメントによる政策的価値の発揮）、②期中の状況変化

に応じた取組の成果・反省、及び③当初目標設定していなかった取組に係る成果を勘案の上、±0.5点又は±1

点の単位で行います。重点取組課題の総合評価は、ノッチ調整後の評価点に基づき、下掲の換算基準を用いて

付与されます。

対外公表
重点取組課題ごとの評価点・総合評価（S/A/B/C/D）を、評価内容のサマリーとともに公表します。あわせて、

計画策定時に公表した定量指標についても、その達成状況を公表します。

中期経営計画及び事業運営計画に基づく実施状況に対する経営諮問・評価委員会が策定した評価方法は以下のとおりです。
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1

3

4

2

定性指標の評価基準

内容 評価点

目標として掲げた取組内容を上回って達成 5

目標として掲げた取組内容を十分達成 4

目標として掲げた取組内容を概ね達成 3

目標として掲げた取組内容をある程度達成 2

目標として掲げた取組内容を達成できなかった 1

総合評価の換算基準

内容 総合評価 評価点

特に優れている S 4.5以上～

優れている A 3.5以上～4.5未満

標準 B 2.5以上～3.5未満

標準を下回る C 1.5以上～2.5未満

標準をかなり下回る D ～1.5未満



本資料には、JBICの経営に関わる目標や計画等、将来に関する記述が含まれて
おりますが、かかる記述は、現時点における経済環境等に関する一定の前提を
用いて作成したものです。かかる記述ないし前提は、その性質上、将来において
そのとおりに実現することを保証するものではなく、将来における実績と乖離す
る可能性があります。また、本資料には、JBIC以外の法人等（本邦又は外国の政
府、政府機関その他の公的機関を含みます。）に関する記述を含みますが、これ
らは本資料作成時点において取得可能な情報を基に作成したものであり、かか
る情報の正確性を保証するものではありません。JBICは、本資料を随時更新又
は改訂する義務や方針を有しておりません。JBICの財務状況、業務内容その他
の事項については、JBICの公表済みの各種資料における最新のものをご参照
下さい。
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